
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

重亜翌饉 型』菫2型、全旦」団□堕五ユ上αz』ど堕全国饉≧全

1 事業の成果

新型コロナウイルスの感染拡大により、世界はもとより我が国においても人々の活動が大きく制限さ

れた。その制約を受けて建設系廃木材の発生量が大きく減少する中で安定供給をいかに維持するか、需

給両面に課題が山積した。その課題に対応するために会員相互の協力が一層必要な事態となったが、対

面による会議等の開催が難しくなった。一方、テレワークの拡大やリモー ト会議の開催など、ビジネス

面で変化が起こった。当団体でも新たな試みとして、情報交換のツールとして各地域協会でリモー ト会

議を開催した。連合会においても、総会や理事会を初めてメール中心により開催した。

また、本質バイオマス発電に関係する国の研究会に参加を要請され、席上、当団体の経験を踏まえ

て、必要な意見を申し述べた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【6,472】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

木材資源等の再利

用に関する、出版

物、ホームページ

等による普及啓発

事業

ホームページを活用 し、広く情報

提供 した。

ホームページ及び木材 リサイクル

マップの順次改定

連合会通信 10回配信

毎月

通年

全国 4人

会 員 及 び

木材 リサイ

クル関連企

業、エコに

関 心 あ る

市民

2,061

木材資源等の再利

用に関する環境保

全のための、イベ

ン ト、セミナー、

シンポジウム、講

演等の開催事業

時局講演会、環境教育講座の開催、

及びエコプロダクツ 2020出展を

計画していた。コロナ禍の中、開催
できなかったが、講座の開催やイ
ベントの準備を行った。

東京 4人

会員及び

木材 リサイ

クル関連企

業、エコに

関 心 あ る

市民

1,052

木材資源等の再利

用に関する技術及

び法案整備のため

の調査、研究事業

コロナ禍の中、木材資源リサイク
ル調査及び広報活動推進委員会

(1回)を リモー トで開催した。
・本質バイオマス需要調査、本質チ

ップ等生産会員実態調査
。市場価格調査(2回)

。本質資源安定供給検討会を開催。
・国への「要望書」を提出した。

適時

11月 25日

7月 16日

全国

東京 15人

会員及び

木材リサイ

クル関連企

業、エコに

関 心 あ る

市民

約 300人
1,164

木材資源等の再利

用を通じた環境保

全に関する情報提

供事業

関係機関との協調。合意・連携
ホームページを活用した情報提供

木質資源安定供給検討会 (再掲)

国 。自治体の施策への協力と調整

適時

11月 25日

9回

全国

東京

15人
会 員 及 び

木材 リサイ

クル関係機

関、エコに

関 心 あ る

市民

行政

約 300人
1,092



木材資源等の再利

用に関する活動を

行 う団体に関する

助言、指導又は援

助に関する事業

地域協会等との交流

関係会議に出席

林業・本質バイオマス発電の成長

産業化に向けた研究会に参加

2団体

1会議

3回

国

京

全

東 10人
木材 リサイ

クル関係機

関

行政

1,104

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

実施していません

ヽ
ヽ

ヽ
ヽ

ヽ



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和2年度 活動計算書 (そ の他事業が上墜場合)

事 業 報 告 用

三 柿 :円

__型二重墜二_
・三: :.1   5,323.000

3.21D,瞑 �

U

179,I側

木材資源等の再利用に関する環境保全のためのイベント、セミナー、シンポジウム、講演等の開催事業

本材資源等の再利用に関す る技術及 び、法案整備 のための調査、研究事業

本材資源等の再利用 を通 した環境保全 に関す る情報提供事業

3,260,

154,

10,

、出版物、ホームページ等による普及啓発事業

3,909,

1,314,
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

金  額 小 計 ・ 合 計IΞ I

1 コ]

未収金

２

■

現金預金
32,011

10,958,

10,990,76g【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金
:預 り金

404,

404.04(
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【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10,990.769



書 式 第 16号 (法第 28:

平成31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 2017年 12月 12日  一部改正 取0法

人会計基準協議会)によっています.

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
(2)固定資産の減価償却の方法
(3)引 当金の計上基準
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

事業別損益の状況

①木材資源等の再利用に関する、出版物、ホームページ等による普及啓発事業
②木材資源等の再利用に関する環境保全のための、イベント、セミナー、シンポジウム、講演等の開催事業
③木材資源等の再利用に関する技術及び法案整備のための調査、研究事業
④木材資源等の再利用を通じた環境保全に関する情報提供事業
⑤木材資源等の再利用に関する活動を行う団体に関する助言、指導又は援助に関する事業

９

“

事業部門計 管理部門 合計

1.受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4.その他収益
経常収益計

4:

6941000
24, 179:1 179:1

Ⅱ 経常費用
)人件費

役員報酬
給料手当
通勤手当等
法定福利費

4961800

199:785

29,717

496,800

199:785

291716

496,800

199,786

29,716

4961800

199,786

29,716

496,800

199,786

29,716

78.639

，

こ

998,928

148,581

11

1

人 1

旅費交通費
地代家賃

会議費

調査費

研修費

業務委託費

広告宣伝費

印刷費

報償費

HP管理費

災害援助費

通信費

消耗品費

備品費

支払手数料

雑費

慶弔費

その他経費計

経常費用計

1,889

148,144

1,889

148,145

3,438

148,145

38,556

71:670

3,438

148:144

38,555

47,259

1481144

7:000

57,913

740:722

84,111

71,670

0

0

0

187,648

0

935:165

0

157,490

92,303

77,913

141096

28,319

0

95,511

71,670

0

0

0

96,666 22,745 22.745 22,746 22,746

935,165 935,165

31,498

18,460

15,582

2,820

5=663

31,498

18,460

151582

2=819

5=664

31,498

18,461

15,583

21819

5,664

31,498

18,461

15,583

2,819

5,664

31,498

18,461

15,583

2=819

5,664 6,897 35,21

0

2,5991612

1 ]

1,255,887 246,802 358,579 286,908 299=174 2,447,350 1521262



1容 監浮fl司

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6。 借入金の増減内訳

７

・ 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項
事業費と管理費の接分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、通勤手当、法定福利費、旅費交通費、地代

家賃、印刷費、通信費、消耗品費、支払手数料については、按分しています。

その他の事業に係る資産の状況
平成30年度は、その他の事業は実施しておりません。

肉 谷

合計

~曇
1ロ

Tヤ ロ

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

当期 倍 入 当期 板 済

科 目 計上された 及び支配法
内、役員と

の取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8



書式第 17号 (法第28条関係)

令和2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

10,958,

:: 手元現金
il i みずほ銀行普通預金

3,

10,954,

3月 分社会保険料 32,011

ソ フ ェ ア

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,990,

3月 分報酬、給料、社会保険料 404,

Ｌ
「
一「
，
■
一

□曰

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 404,

【B… 2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 10,586,



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 《前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び

にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

氏   名

〇
監事

フシ
゛
エタ

゛
 シンシ

゛
令和 2年 4月  1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日藤枝 慎治

ｎ
Ｚ 〇・監事

スス
゛
キ タカシ 令和 2年  4月  1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日鈴木 隆

3
⌒

Q堅り・監事
ヤマク

゛
チ アキヒコ 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日山口 昭彦

4 ① ,監事
タカノ ケンシロ゙ウ 令和 2年 4月  1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年鷹野賢次郎

5
⌒

健墾り
。監事

カタオカ シケバル 令和 2年  4月  1日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年  月片岡 重治

´
０ 〇・監事 ナカヤマ サトシ 令和 2年  4月  1日

令和2年 5月 18日

年

年

月

月

日

日中山 智

７

‥ 〇・監事
ウエダ ヤスヒサ 令和 2年

令和3年

5月 18日

3月 31日

年

年

月

月

日

日上田 恭久

６
０ 〇 ・監事

ナカノ ヒカル 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年中野 光

9
⌒

Q壁ジ
。監事

サクライ ケイ 令和 2年

令和3年

4月 1日

3月 31日

年  月 日

日年 月櫻井 慶

10 〇・監事
カスヤ タケシ 令和 2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日
粕谷 毅



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所並び

にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

⌒

Q里,監事
フシ

゛
エタ

゛
 シンシ

゛
令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日藤枝 慎治

９

“ 〇・監事 スス
゛
キ タカシ 令和 2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日鈴木 隆

●
０

⌒

Ч墾り
。監事

ヤマク
゛
チ アキヒコ 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年

午

月

月

日

日山口 昭彦

4
/~ヽ
聖ヽソ。監事

タカノ ケンシ
゛
ロウ 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日鷹野賢次郎

Ｅ
υ

⌒

Q竪り・監事
カタオカ シケバル 令和 2年 4月  1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日片岡 重治

′
０ ①・監事 ナカヤマ サトシ 令和 2年  4月  1日

令和2年 5月 18日

年  月  日

年  月  日中山 智

７

‥

⌒

Q里ジ・監事
ウエダ ヤスヒサ

令和 2年

令和3年

5月 18日

3月 31日

年  月  日

年  月  日上田 恭久

8
⌒

Q里り
。監事

ナカノ ヒカル 令和 2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日中野 光

０

′ 〇・監事 サクライケイ 令和 2年

令和3年

4月 1日

3月 31日

午

年

月

月

日

日櫻井 慶

10 〇・監事 カスヤ タケシ 令和 2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

コ粕谷 毅



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

11 o。監事
イシタ

゛
 ケンシ

゛
令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年石田 謙治

12 〇
監事

フナコシ ノホ
゛
ル 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日船越 登

13 〇・監事 カワモト イッセイ 令和 2年

令和2年

4月  1日

5月 18日

年 月

月

日

日年河本 一成

14
⌒

Q墾り・監事
オハラ リュウジ 令和 2年

令和3年

5月 18日

3月 31日

年  月  日

年  月  日小原 隆二

15
⌒

健墾り・監事
ハフ ノフ

゛
オ 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

令和 2年

令和3年

4月  1日

3月  31日原 信男

16
⌒

理事褒響,
タナカ カス

゛
ヨシ 令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日田中 一正

17
⌒

理事疑壁ソ
ヤフ

゛
キ ケンシ

゛
令和 2年

令和3年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日矢吹 賢二



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

氏   名 住 所 又 は 居 所

市川燃料チップ(株)

代表取締役社長
彦坂 裕―

2

シナネンエコワーク欄
代表取締役社長
神田 勉

3

木材開発 (株)

代表取締役
谷 正綱

4

(株)タ ケエイ
代表取締役社長
阿部 光男

5

日本製紙木材腕
代表取締役社長
羽山 邦彦

6

榊グーン
代表取締役
藤枝 慎治

7

神クリーンシステム
代表取締役
鈴木 隆

8

門倉工業1榊

代表取締役
伊藤 晃

9

腑エコグリーン
代表取締役
佐久間 慎―

10

フルハシE門腑
代表取締役社長
山口 直彦

11

東京ボー ドエ業欄
代表取締役社長
井上 弘之

12

石坂産業 (株)

代表取締役社長
石坂 典子


